
法務・総務のための社内研修資料20選
第17回　取適法（中小受託取引適正化法）
取適法 発注前・発注後チェックリスト
発注・支払・価格協議・変更・禁止行為を、発注前と発注後に確認するための実務チェック
	このチェックリストの使い方
本チェックは、旧下請法を改正した取適法（中小受託取引適正化法／2026年1月1日施行）を前提に、発注担当者が取引のどの段階で何を確認すべきかを整理した実務ツールです。
「☐」に確認済みのチェックを入れ、判断に迷う項目・「いいえ」になった項目は、必ず法務・購買・経理・コンプライアンスへ相談してください。
本書は取適法該当性・違反該当性を自動判定するものではありません。最終的な判断や行政対応（公正取引委員会・中小企業庁・事業所管省庁）は、自社規程と専門部署の確認を前提とします。



	法令・制度基準日
	2026年6月18日

	対象
	購買・調達・発注・外注・委託・製造・開発・情報システム・制作・物流・経理・管理職ほか

	根拠の確認先
	公正取引委員会 取適法特設サイト、ガイドブック、e-Gov法令検索、自社の購買・発注・外注管理規程




	第1部　対象取引確認チェック
発注前 ―― 「対象外だと思い込まない」



取適法の対象かどうかは「取引類型」と「事業者の規模（資本金・従業員）」の組合せで決まります。発注前に確認します。
① 取引類型の確認
	☐
	この発注の取引類型を確認した（製造委託・修理委託・情報成果物作成委託・役務提供委託・特定運送委託のいずれか／複数か）

	☐
	製造委託に当たり得るか確認した（規格・品質・形状等を指定した物品の製造・加工の委託）

	☐
	修理委託に当たり得るか確認した（請け負った物品の修理、自社使用物品の社内修理の委託等）

	☐
	情報成果物作成委託に当たり得るか確認した（プログラム、映像・音声、デザイン、文章等の作成の委託）

	☐
	役務提供委託に当たり得るか確認した（請け負った役務の全部・一部の他者への委託）

	☐
	特定運送委託に当たり得るか確認した（荷主から運送事業者への運送の委託。2026年に対象へ追加）



② 事業者規模・該当性の確認
	☐
	相手方（受注者）の資本金額・従業員数を確認した

	☐
	自社の資本金額・従業員数を確認し、自社が「委託事業者」に該当し得るか確認した

	☐
	資本金基準だけでなく、改正で加わった従業員基準（製造委託等は300人、役務提供委託等は100人を一つの目安）も併せて確認した

	☐
	相手方が「中小受託事業者」に該当し得るか確認した

	☐
	相手方が個人（フリーランス）の場合、フリーランス法の適用も併せて検討した（両法該当時は原則フリーランス法が優先。個人フリーランスとの取引は第18話のフリーランス法研修とあわせて確認。詳細は法務へ）



③ 判断・記録
	☐
	「対象外」と判断する場合、その根拠（類型・規模等）を記録に残した

	☐
	資本金・従業員数が不明な場合に「対象外」と決めつけていない

	☐
	判断に迷う取引・グループ会社間取引・海外取引は、法務・購買・コンプライアンスへ相談した

	☐
	対象取引の最終的な該当性判断を、発注担当者だけで断定していない



	迷ったら
「たぶん対象外」で発注を進めない。類型または規模が不明・微妙なときは、発注前に法務・購買へ確認します。判断の記録を残すことが、後日の説明と再発防止につながります。




	第2部　発注時の取引条件明示チェック
発注時 ―― 「言った・言わない」を残さない（4条明示）



口頭発注でも委託は成立し、その瞬間から「直ちに取引条件を明示する義務」が生じます。改正で電磁的方法（メール・EDI等）の事前承諾要件は撤廃されました。
① 給付内容・納入条件
	☐
	委託事業者・中小受託事業者（自社と相手方）の名称を明確にした

	☐
	給付の内容（成果物・物品・役務）を具体的に明確にした

	☐
	仕様・品質・数量・規格を明確にした

	☐
	納期（給付を受ける期日）を明確にした

	☐
	納入場所を明確にした



② 代金・支払・検収
	☐
	製造委託等代金（金額または算定方法）を明確にした

	☐
	支払期日を明確にした（受領日・役務提供日から起算して60日以内のできる限り短い期間）

	☐
	支払方法を明確にした（手形払になっていないか、期日までに満額を現金化できるか）

	☐
	検査・検収の方法・基準・時期を明確にした



③ 変更・付随条件・記録
	☐
	条件を変更する場合の協議方法を明確にした

	☐
	有償支給材料・無償支給材料の内容・対価・決済時期を確認した

	☐
	知的財産権の帰属・利用、再委託の可否、費用負担の扱いを確認した

	☐
	未定の事項がある場合は、その理由と確定予定時期を明示した

	☐
	発注条件を、注文書・発注書・メール・契約書・発注システム等で記録に残した

	☐
	口頭・電話だけで発注を済ませていない（後追いで必ず明示・記録する）



	やってはいけない
「とりあえず発注、条件は後で」――条件未確定のまま着手させ、後から一方的に条件を決めない。
明示・記録義務に違反すると、50万円以下の罰金が科され得ます（罰則の有無・適用は法務確認）。




	第3部　支払・検収チェック
発注後 ―― 「検収待ち」「請求書待ち」で支払を止めない



支払期日は受領日・役務提供日が起算点です。検収日ではありません。社内事情で支払を遅らせると支払遅延に該当し得ます。
① 支払期日の管理
	☐
	物品等の受領日・役務提供日を把握した

	☐
	支払期日は、受領日・役務提供日から起算して60日以内のできる限り短い期間内に設定されている

	☐
	支払期日までに代金の満額を支払う予定である

	☐
	支払期日を過ぎた未払いがないか確認した



② 支払方法の確認（手形払禁止）
	☐
	手形払になっていない（取適法では手形払は禁止）

	☐
	電子記録債権・一括決済方式等を使う場合、支払期日までに代金相当額の金銭と引き換えることが困難でないか確認した

	☐
	振込手数料を一方的に相手負担として代金から差し引いていない（減額に該当し得る）



③ 検収・社内事情と支払
	☐
	検収が遅れていることを理由に、支払期日を過ぎて支払を止めていない

	☐
	請求書の未着・社内承認の遅れ・顧客からの入金遅れを理由に、支払を遅らせていない

	☐
	減額・相殺・手数料控除を、発注担当者の独断で行っていない

	☐
	支払遅延・減額のおそれがある場合、速やかに経理・法務へ相談した



	検収が終わっていなくても
支払期日の起算点は「受領日・役務提供日」です。検収・社内処理の遅れは、支払を遅らせてよい理由になりません。検収が間に合わない場合の運用は、経理・購買・法務であらかじめ整理しておきます。




	第4部　価格協議・変更・やり直しチェック
発注後 ―― 「協議しない」「無償で」を現場判断で進めない



価格協議の申入れを無視し、または十分な協議をせずに著しく低い代金を定めると、買いたたき・協議に応じない一方的な代金決定に当たり得ます。
① 価格協議・価格転嫁
	☐
	中小受託事業者からの価格協議・価格改定の申入れを、無視・放置していない

	☐
	「値上げは受け付けない」「前年単価でないと発注しない」と一方的に回答していない

	☐
	原材料費・労務費（人件費）・エネルギー費・物流費・為替・最低賃金等の変動を考慮して協議した

	☐
	協議の申入れ・経緯・回答・結論（または保留）を記録に残した

	☐
	価格協議の結果、稟議・契約変更・発注条件変更が必要な場合に、その手続を進めた

	☐
	価格協議の可否・結論を、現場担当者だけで独断していない



② 仕様変更・追加作業・やり直し
	☐
	中小受託事業者に責任がないのに、一方的な仕様変更・数量変更・納期変更を求めていない

	☐
	追加作業・追加発注を求める場合、追加代金・納期・仕様・責任分担を協議し記録した

	☐
	「この程度ならサービスで」「品質向上のためだから無償で」と独断で求めていない

	☐
	仕様が曖昧なまま発注し、納品後に無償の全面やり直しを求めていない

	☐
	検収基準を発注時に明確にし、後出しの基準で不合格・返品にしていない

	☐
	変更・やり直し・返品を、発注担当者の現場判断だけで進めていない



	やってはいけない
中小受託事業者の責めに帰すべき事由がないのに、無償でのやり直し・返品・減額を求めること。
値上げ協議の申入れを無視し、または協議をせずに前年同額・低単価を一方的に押し付けること。




	第5部　禁止行為セルフチェック
取適法5条の禁止行為 ―― 11類型をまとめて確認



以下はいずれも「やっていない」ことを確認する項目です。一つでも不安があれば、消さず・隠さず、法務・購買・コンプライアンスへ相談します。
	☐
	受領拒否をしていない（注文した給付の受領を、相手に責任がないのに拒んでいない）

	☐
	支払遅延をしていない（支払期日までに満額を支払っている）

	☐
	減額をしていない（相手に責任がないのに、定めた代金を減じていない）

	☐
	返品をしていない（受領した給付を、相手に責任がないのに返品していない）

	☐
	買いたたきをしていない（十分な協議をせず、通常の対価より著しく低い代金を不当に定めていない）

	☐
	購入・利用の強制をしていない（自社・指定先の商品・役務を強制的に購入・利用させていない）

	☐
	報復措置をしていない（公取委・中小企業庁・事業所管省庁への申告等を理由に不利益な取扱いをしていない）

	☐
	有償支給原材料等の対価の早期決済をさせていない（給付の代金支払より早く材料代等を決済させていない）

	☐
	不当な経済上の利益の提供を要請していない（協賛金・購入・無償役務等を不当に求めていない）

	☐
	不当な給付内容の変更・やり直しをさせていない（相手に責任がないのに、費用を負担せず変更・やり直しをさせていない）

	☐
	協議に応じない一方的な代金決定をしていない（価格協議を求められたのに応じず、一方的に代金を決めていない）



	一つでも「不安」があれば
発注書・契約書・メール・チャット・請求書・検収記録・支払記録・協議記録などの証拠を消さず・改変せず保全する。
発注担当者・現場で結論を出さず、上長と法務・購買・経理・コンプライアンスへ速やかに報告・相談する。
取適法該当性・違反該当性・行政対応は、専門部署と自社規程の確認を前提に判断する。



※ 本チェックリストは、貴社の購買・発注・外注管理規程、取適法対応規程、検収・支払ルール等で項目を補充・差し替えてご利用ください。法令・運用の最新情報は公正取引委員会等の一次資料で確認してください。
